
投資家向け会社説明会
２０１５年３月３０日

本資料中の日本円との換算レートは、2014年12月30日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買
相場の仲値である１米ドル＝120.55円、 1香港ドル＝15.54円、1シンガポール・ドル＝91.15円を使用しています。
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業績推移
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売上

経常損失

過去3ヵ年において、売上は伸びておらず、また経常損失を計上して
おり、厳しい業績が続いています。

百万円
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総資産及び純資産
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総資産

純資産

過去3ヵ年において、グループのリストラクチャリングを進めたことな
どにより総資産が減少しています。

（百万円）
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リストラクチャリング（例）

2012年 2013年 2014年

連結子会社数 20 12 15

従業員数 132 51 48

過去3ヵ年において、上記のリストラクチャリングに成功しています。

（各年度末において）

百万円 2012年 2013年 2014年

給料及び手当 540 396 184

地代家賃 167 88 50

その他 626 575 334

販売費及び一般管理費
合計

1,333 1,059 568

過去3ヵ年において、上記の費用削減に成功しています。

（連結会計年度）
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主な事業の推移

既存事業は縮小または廃止しています。2015年、新規に資金を調達した後、
新規事業の展開を進めます。

教育事業

ゲーム・ソフト

米国事業

中国国内事業

2013年 2014年

新華モバイル

新華ゲームズ

新
規
事
業

既
存
事
業

ｷｼﾞｭｰﾝなど

撤退
SMRAなど

撤退／縮小
BOABCなど

2014年子会社を設立、

新規資金を調達後、事業展開

撤退

2015年

モバイル
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資金調達・借入金返済

マッコーリー・バンク・リミテッドにMSワラントの発行

384百万円調達

2013年5月 2013年12月 2014年3月 2015年1月

連CEOより借入

121百万円

連CEOより借入

121百万円

2014年7月2014年6月

CEOの連氏に
借入金返済

241百万円

2014年8月

CEOの連氏に
優先株式を発行

81百万円調達

2月 3月

原野取締役より借入

50百万円

個人投資家より借入

55百万円

2013年5月及び7月に
連CEOより、計１百万米
ドルを借入。

2014年3月に連CEO

より、与信枠付きで１
百万米ドルを借入。

2013年12月にマッコーリー・バンク・リミテッドに行使価格修正条
項付新株予約権を発行し、2013年及び2014年に384百万円を
調達する。

2014年8月に連CEOに
優先株式を225,000株
発行し、5,229千香港ド
ルを調達する。

2014年、連CEOに借
入金2百米ドルを返済。

2015年1月及び2月に個
人投資家より、計600千
シンガポールドルを借入。

2015年2月及び3月に原
野取締役より、計50百
万円を借入。

2013年7月
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ロードマップ

資金調達

新規事業

下期上期 下期

2016年2015年

投資家及び金融機関の調査及び選択

新規事業を軌道に乗せる

資金調達

GINSMS Inc.の株式54.57%の譲渡を完了させ、同社を連結子会社とする。

流動負債（借入金・約束手形）の返済及び運転資金に必要な資金を調達する。
必要条件
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Xinhua Mobile

商品及びサービス

1. モバイルメッセージング

2. ソフトウェア、製品・サービス

更に資金を調達した後、香港、中国、東南アジア及び日本を中心に、スマートフォン、テレコ
ム・ソフトウェア・プラットフォーム、グローバル・メッセージング・ゲートウェイ及びモバイル広
告プラットフォームの開発及びオペレーションを事業とする新たな部門の展開を進めます。
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新華ゲームズ

更に資金を調達した後、香港、中国、東南アジア及び日本を中心に、モバイル事業とのシ
ナジー効果を最大限生かせるよう、主にスマートフォンを含むモバイル端末向けのゲーム
ソフトウェアの開発及びオペレーションを事業とする新たな部門の展開を進めます。

商品及びサービス

1. ゲームソフトウェアの開発

2. ゲームソフトウェアの配信
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